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狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 2 号）
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◇　一　般　会　計 （第１０号）

補正前予算額132,977,008千円に 707,234千円を追加し、

総額 133,684,242千円とする。

◎　歳　入

○ 地方交付税 1,123,145 千円

・ 普通交付税追加 1,123,145 千円

○ 国庫支出金 72,005 千円

・ 障害者自立支援給付費負担金追加 5,858 千円

・ 子どものための教育・保育給付交付金追加 224,657 千円

・ マイナンバーカード交付支援業務補助金追加 17,551 千円

・ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金減 △ 50,000 千円

・ 子ども・子育て支援交付金追加 286 千円

・ 母子保健衛生費補助金追加 153 千円

・ 踏切道改良計画事業補助金減 △ 126,500 千円

○ 県支出金 64,341 千円

・ 障害者自立支援給付費負担金追加 2,929 千円

・ 子どものための教育・保育給付費負担金追加 56,637 千円

・ 教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金追加 4,489 千円

・ 乳児家庭全戸訪問事業等補助金追加 286 千円

○ 寄附金 7,117 千円

・ 交通事故防止啓発事業等寄附金追加 250 千円

・ まち・ひと・しごと創生寄附金追加 6,800 千円

・ 八国山緑地保全寄附金 67 千円

○ 繰入金 △ 508,634 千円

・ 財政調整基金繰入金減 △ 455,634 千円

既計上額 6,092,202 千円

・ 施設整備基金繰入金減 △ 53,000 千円

○ 諸収入 20,860 千円

・ 過年度分重度医療費受入金追加 22 千円

・ 歩行者デッキ使用料等受入金 375 千円

・ 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 20,463 千円

議案第1号～第7号資料

令 和 ６ 年 度 補 正 予 算 概 要
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○ 市債 △ 71,600 千円

・ 市庁舎施設整備事業債追加 53,000 千円

・ 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業債減 △ 93,100 千円

・ 公民館施設整備事業債減 △ 31,500 千円

千円

◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 総務費 21,293 千円

◎ 会計年度任用職員制度運営事業 165 千円

・ 森林環境基金積立追加 14,063 千円

・ まち・ひと・しごと創生基金積立追加 6,800 千円

◎ 交通事故防止啓発用品購入事業 265 千円

　（交通安全運動推進事業の一環）

○ 民生費 317,166 千円

◎ 障害福祉サービス事業（特定障害者特別給付費） 2,130 千円

◎ 障害福祉サービス事業（補装具給付費） 9,586 千円

◎ 補助金等返還金 11 千円

・ 住民税非課税世帯重点支援給付金支援業務 △ 50,000 千円

委託料減

・ 介護保険特別会計へ繰出

　（事務費分）追加 6,852 千円

・ 後期高齢者医療特別会計へ繰出

　（事務費分）追加 294 千円

・ 国民健康保険特別会計へ繰出

　（事務費分）追加 1,762 千円

　（運営費分）追加 495 千円

◎ 過年度分乳幼児医療費支給事業補助金返還金 520 千円

◎ 過年度分障害児通所給付費等負担金返還金 36 千円

◎ 民間保育園保育実施委託事業 213,944 千円

◎ 特定教育・保育施設等給付費負担金事業 131,536 千円

○ 土木費 △ 238,867 千円

・ 所沢駅ふれあい通り線立体交差工事負担金減 △ 230,000 千円

・ 狭山ケ丘土地区画整理特別会計へ繰出追加 933 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理特別会計へ繰出減 △ 9,800 千円

○ 消防費 228 千円

◎ 災害対策・指定避難場所整備事業 228 千円

歳入合計 707,234
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＜給与費等＞ 607,414 千円

・ 報酬（会計年度任用職員分） 千円

・ 給料 千円

・ 職員手当等 千円

・ 共済費 千円

・ 退職手当負担金 千円

707,234 千円

◎繰越明許費の補正　（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

○ 追加

◎ 交通事故防止啓発用品購入事業 千円

　（交通安全運動推進事業の一環）（事業概要調書は11ページ）

・ 高齢者福祉施設整備費補助事業 千円

・ 各種予防接種事業 千円

◎債務負担行為の補正　（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

○ 追加

◎ ふるさと応援寄附業務委託料（事業概要調書は19ページ）

期　間 令和7年度まで

限度額 寄附額及び寄附件数に応じた額

◇　交 通 災 害 共 済 特 別 会 計 （第２号）

◎　歳　出

○ 事務費 150 千円

・ 交通災害共済事務費追加 150 千円

○ 事業費 △ 150 千円

・ 共済見舞金減 △ 150 千円

0 千円

152,896

265

185,214

10,711

32,007

歳出合計

5,000

歳出合計

88,077

232,297
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◇　狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 233,117千円に 933千円を追加し、

総額234,050千円とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 933 千円

・ 一般会計繰入金追加 933 千円

933 千円

◎　歳　出

○ 狭山ケ丘土地区画整理事業費 933 千円

＜給与費等＞

・ 報酬 189 千円

・ 給料 300 千円

・ 職員手当等 311 千円

・ 共済費 93 千円

・ 退職手当負担金 40 千円

933 千円

◎継続費の補正     年割額の変更

◇　所 沢 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第４号）

◎　歳　入

○ 国庫支出金 8,300 千円

・ 社会資本整備総合交付金追加 8,300 千円

○ 繰入金 △ 9,800 千円

・ 一般会計繰入金減 △ 9,800 千円

○ 諸収入 1,500 千円

・ 道路安全施設等整備負担金 1,500 千円

0 千円

◎継続費の補正     年割額の変更

歳入合計

歳出合計

歳入合計
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◇　国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 （第４号）

補正前予算額 32,158,568千円に 2,257千円を追加し、

総額 32,160,825千円 とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 2,257 千円

・ 事務費繰入金追加 1,762 千円

・ 運営費繰入金追加 495 千円

歳入合計 千円

◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 総務費 1,762 千円

・ 報酬 1,431 千円

・ 職員手当等 331 千円

○ 諸支出金 495 千円

◎ 補助金等返還金 495 千円

歳出合計 千円

◇　介 護 保 険 特 別 会 計 （第４号）

補正前予算額29,585,112円に 6,852千円を追加し、

総額29,591,964千円 とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 6,852 千円

・ 事務費繰入金追加 6,852 千円

6,852 千円

◎　歳　出

○ 総務費 6,852 千円

・ 報酬 5,222 千円

・ 職員手当等 1,405 千円

・ 共済費 225 千円

○ 地域支援事業費 0 千円

・ 報酬 176 千円

・ 職員手当等 66 千円

・ 報償費 △ 242 千円

6,852 千円

歳入合計

歳出合計

2,257

2,257
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◇　後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 （第３号）

補正前予算額 6,468,159千円に 294千円を追加し、

総額6,468,453千円 とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 294 千円

・ 事務費繰入金追加 294 千円

294 千円

◎　歳　出

○ 総務費 294 千円

・ 報酬 219 千円

・ 職員手当等 75 千円

294 千円

歳入合計

歳出合計
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（単位：千円）

   予   算   額

会　　　計　　　名 補正前 補正後 比　　　較 備　　　　考

一 般 会 計 132,977,008 133,684,242 707,234

交 通 災 害 共 済 特 別 会 計 55,870 55,870 0

狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 233,117 234,050 933

所沢駅西口土地区画整理特別会計 994,500 994,500 0

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 32,158,568 32,160,825 2,257

介 護 保 険 特 別 会 計 29,585,112 29,591,964 6,852

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 6,468,159 6,468,453 294

 ○令和６年度　補正予算比較表

-
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款 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

総務費 会計年度任用職員制度運営事業 165 職員課 10

交通事故防止啓発用品購入事業（交通安全運動推進事業の一環） 265 防犯交通安全課 11

民生費 障害福祉サービス事業（特定障害者特別給付費） 2,130 障害福祉課 12

障害福祉サービス事業（補装具給付費） 9,586 　　〃 13

補助金等返還金 11 　　〃 14

過年度分乳幼児医療費支給事業補助金返還金 520 こども支援課 15

過年度分障害児通所給付費等負担金返還金 36 こども福祉課 16

民間保育園保育実施委託事業 213,944 保育幼稚園課 17

特定教育・保育施設等給付費負担金事業 131,536 　　〃 18

商工費 ふるさと応援寄附推進事業 － 産業振興課 19

消防費 災害対策・指定避難場所整備事業 228 危機管理室 20

会 計 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

国民健康保険特別会計 補助金等返還金 495 国民健康保険課 21

令和６年度　補正予算（一般会計）主な事業内容

令和６年度　補正予算（特別会計）主な事業内容

-
 
9
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

計 165

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)県内では、川越市、東松山市、越谷市、入間市等において、人事院勧告に伴
う報酬改定の遡及対応を行っている。

歳出

歳入

本事業は、会計年度任用職員に係る報酬計算業務及び社会保険業務を専門業
者に外部委託し、業務の効率化を図るものである。
この度、令和6年人事院勧告を踏まえ、正規職員と同様に会計年度任用職員に

おいても令和6年4月1日に遡及して報酬改定を行うため、パートタイム勤務の会
計年度任用職員に係る報酬計算業務において、遡及計算の対応に伴う予算の増
額を行うものである。

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

歳
　
　
　
出

64 報酬計算業務委託料 165

予算額(千円)

コード 733

根拠法令等
地方公務員法、地方自治法、所沢市会計年度任用職員の報酬等に
関する条例

事業名 会計年度任用職員制度運営事業

事業費総額 １６５ 千円

総合計画の体系 人材育成・組
織体制

基
本
方
針

組織体制の整備・充実章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 総務部　職員課

2 1 1 説明 職員管理費

-
 
1
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

他の自治体においても、交通事故防止の啓発を図るため、啓発品等の整備を
行っている。

歳出

歳入

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

計 265

250

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 191

17 02 事業用備品費 74

本事業は、市内の団体から寄附があり、所沢市の交通事故防止に役立ててほ
しいとの寄附者の意向に沿い、交通安全運動推進事業の一環として、交通事故
防止につなげるための啓発品を購入するものである。
  なお、事業の実施に当たっては、事業予算を令和7年度へ繰越明許するもので
ある。

【購入物品】
　・各季交通安全運動期間等に配布する反射材：1,600個
　・備品として交通安全啓発用DVD：1本

【これまでの取組】
　・令和4年度：消耗品として反射材3,000個
　・令和5年度：消耗品として反射材500個
　　　　　　　 備品として交通安全教室用DVD1本

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

19 寄附金
交通事故防止啓発事業等寄
附金

250

基
本
方
針

交通安全意識の向上
コード 181

根拠法令等 交通安全対策基本法、所沢市交通安全計画

事業名 交通事故防止啓発用品購入事業（交通安全運動推進事業の一環）

事業費総額 ２６５ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 交通安全

事  業  概  要  調  書

一般会計 市民部  防犯交通安全課

2 1 12 説明 交通対策費

-
 
1
1
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。 令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳入

歳出

計 2,130

1,597

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 31 特定障害者特別給付費 2,130

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に
基づき、サービス事業者に対し、施設入所支援及び共同生活援助を利用する低
所得者に係る食費・光熱水費又は家賃の一部を支給するものである。

当初見込みに比べ、支給件数が増加したことにより、予算額の不足が見込ま
れることから不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4）

【特定障害者特別給付費】〔当初〕　　   〔年度末見込〕
　支給件数　       　　  5,784件    →     5,964件

　年度末見込額　　   67,914,000円
　当初予算額　　－） 65,784,000円
　補正額　　　　　　　2,130,000円

17 県支出金
障害者自立支援給付費負担
金

532

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担
金

1,065

障害者福祉

基
本
方
針

自立した生活支援の充実

なし

コード 133

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

事業名 障害福祉サービス事業（特定障害者特別給付費）

事業費総額 ２,１３０ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害者支援費

-
 
1
2
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害者支援費

事業名 障害福祉サービス事業（補装具給付費）

事業費総額 ９,５８６ 千円

基
本
方
針

自立した生活支援の充実
コード 133

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 障害者福祉

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担
金

4,793

7,190

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 36 補装具給付費 9,586

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に
基づき、補装具の購入及び修理費用を助成することにより、障害者の日常生活
の能率向上を支援するものである。

当初見込みに比べ、主に高額の補装具の申請が増加し、予算額の不足が見込
まれることから不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4）

【主な補装具】
　車いす（電動車いす含む）・義足　　〔当初〕　　　〔年度末見込〕
　　申請件数　　　　　　　　　　　　　77件　　→　　　　　87件
　　見込額　　　　　　　　　　20,400,000円　　→　27,446,687円
　
  年度末見込額　　   40,566,000円
  当初予算額　　－） 30,980,000円
　補正額　　　　　 　 9,586,000円

17 県支出金
障害者自立支援給付費負担
金

2,397

計 9,586

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

　法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。 歳出

歳入

-
 
1
3
 
-



款 項 目 11 ③市民参加の実施の有無とその内容

なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 重度心身障害児等医療費

事業名 補助金等返還金

事業費総額 １１ 千円

基
本
方
針

自立した生活支援の充実
コード 133

根拠法令等
所沢市重度心身障害児等の医療費の助成に関する条例、埼玉県重度
心身障害者医療費支給事業補助金交付要綱

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 障害者福祉

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

22 諸収入 過年度分重度医療費受入金 22

22

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 62
過年度分重度心身障害児等医療費支
給事業補助金返還金

11

他の自治体においても、過大に交付されたことが判明した場合には、補助金
を返還している。

県からの補助金について、県監査において過大に交付されたことが判明した
ことから、その額について返還するものである。

なお、重度心身障害児等医療費支給事業は、県及び市で助成しており、歳入
から歳出を差し引いた額については、市への返還分とするものである。

【返還金積算内訳】
　・令和3年度重度心身障害児等医療費支給事業補助金
　　交付済額　　　　　　249,663,389円
　　算定額　　－）　　　249,657,425円
　　過大交付額（返還額）　　  5,964円
　・令和4年度重度心身障害児等医療費支給事業補助金
　　交付済額　　　　　　255,610,105円
　　算定額　　－）　　　255,609,554円
　　過大交付額（返還額）　      551円
　・令和5年度重度心身障害児等医療費支給事業補助金
　　交付済額　　　　　　242,094,568円
　　算定額　　－）　　　242,090,699円
　　過大交付額（返還額）　　  3,869円

　　返還額合計　　　　　　　 10,384円

歳出

計 11

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳入

-
 
1
4
 
-



款 項 目 06 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)
　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

県からの補助金について、県監査において過大に交付されたことが判明した
ことから、その額について返還するものである。

【返還金積算内訳】
　・令和3年度乳幼児医療費支給事業補助金
　　交付済額　　　　　　115,034,658円
　　算定額　　－）　　　114,903,463円
　　過大交付額（返還額）　　131,195円
　・令和4年度乳幼児医療費支給事業補助金
　　交付済額　　　　　　119,777,253円
　　算定額　　－）　　　119,558,904円
　　過大交付額（返還額）　　218,349円
　・令和5年度乳幼児医療費支給事業補助金
　　交付済額　　　　　　149,511,581円
　　算定額　　－）　　　149,341,496円
　　過大交付額（返還額）　　170,085円

        返還額合計　　　　　519,629円

他の自治体においても、過大に交付されたことが判明した場合には、補助金
を返還している。

歳
　
　
　
出

なし

歳入

歳出

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

計 520

計

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 61
過年度分乳幼児医療費支給事業補助
金返還金

520

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

子どもの育成支援の充実
コード 211

根拠法令等
所沢市子ども医療費の助成に関する条例、こども医療費支給事業補
助金交付要綱（県）

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども支援

基
本
方
針

事業名 過年度分乳幼児医療費支給事業補助金返還金
なし

事業費総額 ５２０ 千円

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども支援課

3 2 1 説明 子ども医療対策費

-
 
1
5
 
-



款 項 目 10 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

障害児支援の充実

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども福祉課

3 2 1 説明 障害児福祉費

章
子どもが大切
にされるまち

節 子ども福祉

基
本
方
針

なし

コード 221

予算額(千円)
根拠法令等 ―

事業名 過年度分障害児通所給付費等負担金返還金

事業費総額 ３６ 千円

総合計画の体系

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

12

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 63
過年度分障害児通所給付費等国庫負
担金返還金

24

22 64
過年度分障害児通所給付費等県負担
金返還金

計 36

平成30年度障害児通所給付費等負担金について、不正請求による市外事業者
の指定取消処分が行われたことに伴い、国及び県から交付された負担金の一部
を返還するものである。

【返還金積算内訳】
　不正請求額　平成30年度分　46,568円

　・過年度分障害児通所給付費等国庫負担金返還金
　　交付済額　　  　516,707,465円
　　所要額　　－）  516,684,181円
　　返還額　　　　　　　 23,284円

　・過年度分障害児通所給付費等県負担金返還金
　　交付済額　　  　258,353,732円
　　所要額　　－）　258,342,090円
　　返還額　　　　　　　 11,642円

　　返還額合計　　　　 　34,926円

他の自治体においても、事業者の指定取消処分等が行われた場合には、負担
金を返還している。

歳出

歳入

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円)

-
 
1
6
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施してい
る。

歳出

歳入

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

計 213,944

174,195

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 31 民間保育園保育実施委託料 213,944

保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、民間保育園委託料については、この公定価格に基づき、入
所者数等に応じて支払を行っている。

令和6年人事院勧告により、公定価格の人件費相当分が、令和6年4月に遡って
増額改定される見込みとなり、令和6年第4回定例会において予算の補正を行っ
たものの、その後国から示された人件費の増額が想定を超えるものとなり、更
に予算額の不足が見込まれることから不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国60/100・1/2、県1/4・20/100）

【対象施設】
　・市内民間保育園

    年度末見込額　　　　　  4,293,516,000円
　　12月補正後予算額　－）　4,079,572,000円
　　補正額　　　　　　　　　  213,944,000円

17 県支出金
子どものための教育・保育
給付費負担金

35,073

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
子どものための教育・保育
給付交付金

139,122

子育て環境

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実

なし

コード 232

根拠法令等 子ども・子育て支援法

事業名 民間保育園保育実施委託事業

事業費総額 ２１３,９４４ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 2 説明 児童福祉運営費

-
 
1
7
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施してい
る。

計 131,536

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、特定教育・保育施設（民間保育園を除く。）及び特定地域
型保育事業に係る給付費については、この公定価格に基づき、入所者数等に応
じて、利用者負担額を除いた額の支払を行っている。

令和6年人事院勧告により、公定価格の人件費相当分が、令和6年4月に遡って
増額改定される見込みとなり、令和6年第4回定例会において予算の補正を行っ
たものの、その後国から示された人件費の増額が想定を超えるものとなり、更
に予算額の不足が見込まれることから不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国60/100・1/2、県1/4・20/100、県補助：補助率1/2）

【対象施設】
　・施設型給付：幼稚園、認定こども園、市外公立保育園
　・地域型保育給付：小規模保育事業、事業所内保育事業

    年度末見込額　　　 　 　3,258,986,000円
　　12月補正後予算額　－）　3,127,450,000円
　　補正額　　　　　　 　　　 131,536,000円

111,588

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 42 特定教育・保育施設等給付費負担金 131,536

歳出

17 県支出金
子どものための教育・保育
給付費負担金

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

21,564

17 県支出金
教育認定子どもに係る施設
型給付費等補助金

4,489

16 国庫支出金
子どものための教育・保育
給付交付金

85,535

子育て環境

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実

なし

予算額(千円)

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳入

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節
コード 232

根拠法令等 子ども・子育て支援法

事業名 特定教育・保育施設等給付費負担金事業

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 2 説明 児童福祉運営費

事業費総額 １３１,５３６ 千円

-
 
1
8
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

歳出

計

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　多くの他自治体において、同様の事業を実施している。 令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳入

本事業は、市外からのふるさと応援寄附があった際に返礼品を設けることに
より、産業振興を推進し全国に向けて市の魅力を発信するとともに、財源の確
保を図り、「ふるさと所沢」のまちづくりに資することを目的とするものであ
る。

切れ目なく寄附の受入れ等の業務を継続するため、令和6年度中に次年度の委
託契約を締結するに当たり、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
　・事　　項：ふるさと応援寄附業務委託料
　・期　　間：令和7年度まで
　・限 度 額：寄附額及び寄附件数に応じた額

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

歳
　
　
　
出

基
本
方
針

地域を牽引する事業者等へ
の支援コード 521

根拠法令等 地方税法、所沢市ふるさと応援寄附条例

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
産業競争力・
成長力

事業名 ふるさと応援寄附推進事業

事業費総額 ―　　

事  業  概  要  調  書

一般会計 産業経済部　産業振興課

7 1 2 説明 産業振興費

-
 
1
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

コード

事  業  概  要  調  書

一般会計 危機管理室

9 1 3 説明 災害対策費

根拠法令等
埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本協定、所沢市地域防災
計画

事業名 災害対策・指定避難場所整備事業
なし

事業費総額 ２２８ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節
危機管理・防
災

基
本
方
針

地域防災体制の強化
161

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 51
埼玉県・市町村被災者安心支援制度
負担金

228

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　県内の全ての市町村において、埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本
協定に基づき、同様の対応を行っている。

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳入

歳出

埼玉県内で自然災害が発生した際、被災者生活再建支援法の適用とならな
かった地域の被災世帯に対し、被災者生活再建支援法同様の支援を行うため、
県及び県内の全市町村は、埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本協定に
基づき、埼玉県・市町村半壊特別給付金等を支給している。

本事業は、令和5年6月並びに令和6年7月及び8月の大雨等により被災し、住宅
が全壊や半壊になった19世帯に対し、計12,750千円が支給されたため、その一
部を県内全市町村が世帯数等に応じて負担するものである。

計 228

-
 
2
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

7 1 5 説明 補助金等返還金

根拠法令等 国民健康保険法

事業名 補助金等返還金
なし

事業費総額 ４９５ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化
コード 341

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

5 繰入金 その他一般会計繰入金 495

495

令和7年度(千円) 令和8年度(千円) 令和9年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 62 保険給付費等交付金償還金 495

他の自治体においても、算定額を超過した金額が生じた場合は、交付金を返
還している。

令和4年度災害臨時特例補助金の確定に伴い、同年度に交付された特別調整交
付金について算定額を超過した金額が生じたことから、その額について返還す
るものである。
 
　・令和4年度埼玉県国民健康保険 保険給付費等交付金（特別調整交付金）
　　交付済額  　　　79,500,000円
　　算定額　　－）　79,005,000円
　　返還額　　　　　　 495,000円

計

歳入

歳出

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

495

-
 
2
1
 
-


